
（ダイカスト業界）における
⾃主⾏動計画フォローアップ調査について

令和５年３⽉１７⽇
（⼀般社団法⼈⽇本ダイカスト協会）



２．令和４年度フォローアップ調査結果（概要）

・調査期間︓令和４年１０⽉〜１２⽉１３⽇
・調査企業︓⽇本ダイカスト協会の会員企業１９６社を対象
・回答企業︓５７社（前年度６６社）
・回答率 ︓３０％（前年度３４％ ）
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２．令和４年度フォローアップ調査結果（概要）

概観
✔「価格決定⽅法の適正化」は、発注側/受注側の「実施した」/「応じてくれた」がそ

れぞれ７割/８割に⾄っている。なお、「労務費/エネルギー価格」の反映が課題。
✔「原価低減要請の改善」は、発注側/受注側の「徹底した」/「受けたことはない」が

それぞれ６割/９割に⾄っている。 ✔「現⾦払い」の回答が発注側で４割で、受注
側では４割となっており、引き続「⽀払い条件」き、現⾦化への取組を継続する必
要がある。また、⼿形等サイトについては、60⽇を超える割合が発注側/受注側そ
れぞれで５割/４割となっており、サイト短縮も課題。

✔「約束⼿形の利⽤の廃⽌」は、「2026年までに利⽤を廃⽌する予定」との回答が５割
となっている。

✔「知的財産に関する適正な取引」は、適正取引実現のための取組状況について「実施
した」/「実施中」との回答は発注側/受注側それぞれで８割/４割。受注側の知的財
産・ノウハウ保護への具体的な取り組みの促進が今後の課題。

✔「働き⽅改⾰」に伴う適正なコスト負担について、「（発注先が）概ね負担した」と
の回答が約２割にとどまっており、改善が求められる。
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３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ＜価格の決定⽅法＞

・「コスト全般の変動」においては、反映と⼀部反映の計では、発注側/受注側の
それぞれで、8７％/との77％。

・ 「原材料価格の変動」を反映できた割合が他の要因に⽐べ７８％と最も⾼く、
５０％ （前年度）から７８％ （本年度）まで改善。

・ ⼀⽅で、「労務費の変動」及び「エネルギー価格の変動」については、概ね反
映された＋⼀部反映の計で、それぞれ３０％及び５０％ 。

・ 価格交渉促進⽉間の周知やこれまで重点的に実施してきた価格転嫁セミナーの
効果と考えられる。
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受注側 ① ② ③ ④
コスト全般の変動の価格反映状況 23.1% 53.8% 15.4% 7.7%

労務費の変動（最低賃金の引き上げ、
人手不足への対処等、外的要因によ
る労務費の上昇）の価格反映状況

2.6% 28.2% 30.8% 38.5%

原材料価格の変動の価格反映状況 64.1% 23.1% 5.1% 7.7%

エネルギー価格の変動の価格反映
状況

17.9% 35.9% 30.8% 15.4%

①概ね反映した/された (81-100%) ②一部反映した／された (41-80%)     ③あまり反映しなかった／されなかった (1-40%) ④反映さしなかった／れなかった (0%)

発注側 ① ② ③ ④
コスト全般の変動の価格反映状況 55.6% 33.3% 5.6% 0%

労務費の変動（最低賃金の引き上げ、
人手不足への対処等、外的要因によ
る労務費の上昇）の価格反映状況

44.4% 38.8% 11.1% 5.7%

原材料価格の変動の価格反映状況 77.7% 11.1% 5.6% 5.6%

エネルギー価格の変動の価格反映
状況

55.5% 33.3% 5.6% 5.6%



３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ＜価格の決定⽅法＞

【課題を踏まえた今後のアクション】
・企業との意⾒交換会を実施し、合理的な価格決定が⾏えるよう、改善して
いく。

・価格交渉促進⽉間の取組を会員企業に広く周知するとともに、積極的な価
格交渉や価格転嫁がなされるよう、会員企業の調達担当者向けに価格交渉
の重要性を認識させる研修会を実施する等の取組を⾏い、次年度フォロー
アップ調査では数値が改善されるよう努める。
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３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ＜原価低減要請、協議等＞

・発注側で客観的な経済合理性や⼗分な協議⼿続きを⽋く原価低減要請を⾏なわな
いことを「徹底した」と回答は６１%。また、そもそも「原価低減要請は⾏っ
ていない」との回答は３９％となっており、徹底されている。

・また、受注側でも「受けたことはない」と回答した割合は９２%。
・「受けたことはある」と回答した割合は８%で、主な理由は、コスト低減要求が
慣習化または発注側企業の調達・購買部⾨の経営⽬標化している、というもの。
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受注側 ① ②

直近１年間で、販売先から下請代金以外
の金銭、役務その他の経済上の利益の
提供を要請されましたか

2.6% 28.2%

①徹底した ②徹底していない ③あ原価低減要請はおこなっていない

発注側 ① ② ③

直近１年間で仕入先（受注先）に対し、
客観的な経済合理性や十分な協議手
続きを欠く原価低減要請を行わない

61.1% 0% 38.9%

①要請された ②要請されていない



３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ＜原価低減要請、協議等＞

【課題を踏まえた今後のアクション】
・企業との意⾒交換会を実施し、客観的な経済合理性や⼗分な協議⼿続きを
⽋く原価低減要請を⾏わないよう周知していく。

・また、要請する際はあらかじめ、負担額・算出根拠・使途・提供条件を明
確にしたうえで、取引先と⼗分に協議し、書⾯による合意をすることを周
知する。
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３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ＜⽀払条件＞

【課題を踏まえた今後のアクション】
・代⾦の現⾦払化や⼿形サイト６０⽇以内などの改善はみられるものの、引
き続き、現⾦払化や⼿形サイト６０⽇以内の⽐率が向上するよう、会員企
業への周知を図る。

・2026年までの約束⼿形の利⽤の廃⽌に向けては、⾦融機関等からの資⾦
確保・調達や（原契約の⽀払いが）現⾦払でないことが理由の事案につい
ては、現⾦払化を図ることは業況の好転など外部環境とも関係する為、⼀
朝⼀⼣とはいかず時間を有する。
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３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ＜③型取引＞

・ １年前と⽐較して、改善・概ね改善とした回答は、発注側で４４％、受注側で
１０％と乖離は⼤きい。

・ 型代⾦・製作費の早期⽀払への取組の回答は、受注側で５１％となっているが、
書⾯による取引条件明確化、量産終了後や不要な型に係る費⽤⽀払に係る取組は
あまりできていない。
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発注側 ① ② ③ ④

型等の管理 44.4% 33.3% 11.1% 11.1%

受注側 ① ② ③ ④ ⑤

型等の管理 10.3% 25.6% 35.9% 15.4% 5.1%

① 改善された ② やや改善 ③改善されていない ④ 課題はなし

１年前との比較 （型等の管理の課題）

① 概ね改善 ② 一部改善 ③あまり改善されず ④ 改善していない ⑤課題はなし

発注側 ① ② ③ ④ ⑤

1) 書面等による取
引条件明確化

50.0% 22.2% 16.7% 0% 11.1%

2) 型代金・製作費
の早期支払

83.3% 5.6% 0% 5.6% 11.1%

3) 量産終了後の型
保管費用支払

50.0% 11.1% 0% 22.2% 16.7%

4) 不要な型の廃棄
費用支払

44.4% 11.1% 0% 11.1% 33.3%

① 概ね取組を実施 (81-100%) ② 一部取組を実施 (41-80%) ③あまりできなかった (1-40%) ④できなかった (0%) ⑤該当なし

適正化や改善への取組 （型等の管理の課題）

受注側 ① ② ③ ④ ⑤

1) 書面等による取
引条件明確化

35.9% 23.1% 20.5% 10.3% 7.7%

2) 型代金・製作費
の早期支払

51.3% 10.3% 17.9% 5.1% 12.8%

3) 量産終了後の型
保管費用支払

10.3% 30.8% 17.9% 28.2% 7.7%

4) 不要な型の廃棄
費用支払

30.8% 17.9% 15.4% 15.4% 15.4%



３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ＜型取引＞

【課題を踏まえた今後のアクション】
・型等の管理に関するルールやマニュアルの整備が促進するよう、会員企業
への周知を図る。
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３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ＜知財＞

【課題を踏まえた今後のアクション】
・知的財産権保護に関する情報提供を図るなど、会員企業の権利保護が図れ
るように努める。
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３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ＜働き⽅改⾰＞

・働き⽅改⾰への対応において、発注側は徹底した６１％、該当する取引は無いと
の回答３９％。

・受注側は（発注側の働き⽅改⾰に伴う影響は）特になしとする回答が７４％。
・受注側で影響を受けた内容（複数回答）では、（１）短納期の発注増１８％と最
も多く、（２）急な仕様変更増と発注業務拡⼤・営業時間延⻑が夫々８％と続き、
（３）検収遅れと祝休⽇出勤増が５％。

・発注側が短納期の発注や急な仕様変更などを⾏った際に適正なコストを発注側が
負担しなかったとの回答は１３％。
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働き方改革に関する対応に伴う受注側への配慮 （「配慮」）
⇒直近１年間で発注側が行った働き方改革に関する対応（下記<対応>）を実施した際に、受注側に対して皺寄せが生じない

ような配慮の徹底
<対応>
・時間外労働の上限規制に関する対応、年次有給休暇の時季指定に関する対応、同一労働同一賃金に関する対応
・急な仕様変更、短納期での発注、検収の遅れ、支払決済処理のズレによる入金の遅れ、従業員派遣の要請、発注業務の拡大、
営業時間の延長、祝休日出勤の要請等

発注側 ①徹底した ②徹底していない ③該当する取引はなかった

上記配慮 61.1% 0% 38.9%



３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ＜働き⽅改⾰＞
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受注側 ① ② ③ ④ ⑤

適正な
コスト負担 17.9% 5.1% 0% 12.8% 64.1%

直近１年間において発注側が実施した働き方改革に関する対応に伴い
受注側で受けた影響 （複数回答）

短納期や急な仕様変更などが生じた際の発注側の適正なコスト負担

① 概ね発注側が負担した (81-100%)
② 一部発注側が負担した (41-80%)
③ あまり発注側は負担しなかった (1-40%)
④ 発注側は負担しなかった (0%)
⑤ 該当なし

受注側 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

受けた
影響

74.4% 7.7% 17.9% 5.1% 0% 0% 7.7% 5.1% 5.1%

① 特に影響はない
② 急な仕様変更への対応の増加
③ 短納期での発注の増加
④ 検収の遅れ
⑤ 支払決済処理のズレによる入金の遅れ
⑥ 従業員派遣を要請された
⑦ 発注業務の拡大・営業時間の延長
⑧ 祝休日出勤の増加
⑨ その他

⓪ 該当する取引はなかった
① 特に影響はない
② 急な仕様変更への対応の増加
③ 短納期での発注の増加
④ 検収の遅れ
⑤ 支払決済処理のズレによる入金の遅れ
⑥ 従業員派遣を要請された
⑦ 発注業務の拡大・営業時間の延長
⑧ その他

直近１年間において発注側が実施した働き方改革に関する対応に伴い
受注側に与えた影響 （複数回答）

受注側 ⓪ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

与えた
影響

(38.9%) 55.6% 5.6% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

受注側 ① ② ③ ④ ⑤

適正な
コスト負担 (38.9%) 22.2% 5.6% 0% 33.3%

短納期や急な仕様変更などが生じた際の発注側の適正なコスト負担

⓪ 該当する取引はなかった
① 概ねできた (81-100%)
② 一部できた (41-80%)
③ あまりできなかった (1-40%)
④ 該当なし



３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ＜働き⽅改⾰＞

【課題を踏まえた今後のアクション】
・関係機関等の連携しながら、会員企業の権利保護が図れるように努める。
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４．パートナーシップ構築宣⾔への取組状況等

【取組状況】
・会員企業数︓１９６社（うち、資本⾦３億円超の⼤企業２社）
・宣⾔企業数︓ １０社（うち、資本⾦３億円超の⼤企業２社）
・会員企業に占める宣⾔企業の割合︓５％
・資本⾦３億円超の⼤企業に占める宣⾔企業の割合︓１００％

【今後の取組】
・ホームページ等でパートナーシップ宣⾔に関する情報提供を⾏なう。

17



５．これまでの取組（普及活動等）

・⾃主⾏動計画について協会ホームページに掲載

・会員企業同⼠の意⾒交換会による課題共有と適正取引の推進
令和４年度※３⽉時点 ０回実施
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６．その他取引適正化に向けた事項について

【今後の取組】
・課題共有と適正取引の推進のため、会員企業同⼠の意⾒交換
会を、令和４年度中に０回実施予定。（コロナ禍の為）

・回答率の向上のため、⾃主⾏動計画による取組の趣旨等につ
いて周知する。
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